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平成３０年（行ウ）第１８４号 環境影響評価書確定通知取消等請求事件 

原 告    外１１名 

被 告  国（処分行政庁 経済産業大臣）    

 

証 拠 説 明 書（１４） 

 

令和２年８月２４日 

 

大阪地方裁判所 第２民事部合議１係 御中 

 

原告ら訴訟代理人弁護士   池 田  直 樹 

     同       浅 岡  美 恵 

     同       和 田  重 太 

     同       金 﨑  正 行 

     同       杉 田  峻 介 

原告ら訴訟復代理人弁護士  喜 多  啓 公 

      同       與 語  信 也 

      同       青 木  良 和  
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頭書事件につき、下記のとおり証拠の説明をする。 

記 

【甲Ａ号証】  

号   証 甲Ａ４２ 

標   目 株式会社神戸製鋼所神戸製鉄所火力発電所（仮称）設置計画に係る 
経済産業省三次回答 

作成年月日 平成２７年２月１日 

作 成 者 経済産業省電力安全課 

 
立 証 趣 旨 

 
甲Ａ４０の環境省からの一次質問への一次回答、環境省からの二次

質問、三次質問への経済産業省の回答及びそこに現れた本件アセス

による環境影響に係る環境省の認識、事業者たる神戸製鋼の説明状

況及びこれに対する環境省の指摘事項等 
 
【温暖化関係】 
・ 燃料種の複数案に関して、環境省が、二次質問において、「ＬＮ

Ｇ火力の中には、本事業計画地に類似した社会特性を有するも

のもあり、ＬＮＧ火力を複数案の一つとすることが可能となる

と考える」と指摘していること（２５頁） 
・ 計画段階配慮事項設定に関する考え方に関して、環境省が、一

次質問において、「「効果的な環境保全措置を講じる」ことと計

画段階配慮事項の選定は関係ない」と指摘していること（３４

頁） 
・ 環境省が、二次質問において、「年間数百万トンにも及ぶ膨大な

量の二酸化炭素を排出し、地球温暖化対策に逆行する環境負荷

の大きい事業を計画しているにも関わらず、「重大な環境影響を

及ぼすことはない」と言い切る事業者の回答からは、環境影響

評価を通じて、事業の実施による環境への影響をできる限り回

避、低減し、環境の保全に配慮しようとの姿勢は微塵も感じら

れない」と、環境省が事業者である神戸製鋼の姿勢を厳しく批

判していること（３６頁） 
・ ＣＣＳに関して、事業者である神戸製鋼は、「本事業計画におい

て、ＣＣＳの具体的な検討は行っておりません」と、検討を行

っていないことを明確に述べていること（１２８頁） 
・ 環境省が、事業者の説明に対して、「膨大な量の二酸化炭素を排

出し、地球温暖化対策に逆行する石炭火力発電所の新設を計画

しているにも関わらず、本発電所へのＣＣＳの導入に向けて主
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体的に取り組む姿勢が見られないのは極めて遺憾である。…こ

うした消極的な回答からは、地球温暖化対策に真摯に取り組も

うという誠意は感じられない。本設備は２０５０年も稼働して

いると見込まれることから、「長期的な目標として２０５０年ま

でに８０％の温室効果ガスの排出削減を目指す」との国の長期

目標との整合について説明すべきである。…なお、２０５０年

時点で稼働が見込まれる新設の石炭火力発電所であるにも関わ

らず、本発電所において二酸化炭素回数設備の設置を検討すら

しないということであれば、本事業は、国の長期目標との整合

性が確保されているとは認められず、温暖化対策上問題である」

と指摘し、事業者である神戸製鋼の姿勢を厳しく批判するとと

もに、環境省が、本件の事業は国の温暖化対策に係る２０５０

年の長期目標が整合しないとの認識を明確に示していること

（１２８～１２９頁） 
・ 既設発電所の二酸化炭素排出原単位が８１１ｇＣＯ２／ｋＷｈ

であるのに対し、新設発所の二酸化炭素排出原単位は７６０ｇ

ＣＯ２／ｋＷｈと、約２０年前に稼働した既設火力発電所と比

較して、５０ｇの原単位改善しかできていないことが配慮書段

階で把握されていたこと（１１０頁） 
 
【PM２．５】関係 
・ 環境省が、一次質問において、「事業実施想定区域の周辺につい

て、ＰＭ２．５の環境基準を超過している地点が多く存在して

いるところ、施設の稼働に関する環境影響の有無について検討

を行うべき」と、本件アセスでＰＭ２．５の環境影響について

検討すべきことを指摘していること 
 
ほか 

 
備   考 

本資料は、２０２０年８月２１日に、環境省から開示請求者に対し

て送付された。 

以上 




